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 株式会社デジタルガレージ（東証⼀部 4819、本社：東京都渋⾕区、代表取締役 兼 社⻑執⾏役員グループ CEO：
林 郁、以下：DG）の⼦会社で、決済事業を⼿がける株式会社イーコンテクスト（本社：東京都渋⾕区、代表取締役社
⻑：踊 契三、以下：イーコンテクスト）は、⼤阪府が 2018 年 10 ⽉ 1 ⽇より開始する各種⾏政事務⼿数料のコンビ
ニ収納業務向けに、2018 年 10 ⽉ 1 ⽇から 2023 年 3 ⽉ 31 ⽇までコンビニ決済サービスを提供します。 
 
■⾏政事務⼿数料のコンビニ収納業務について 
 今回のサービス提供により、⼤阪府では 43 種の⾏政事務に係る 220 種の⾏政事務⼿数料がコンビニエンスストア
で、納付場所や時間に関わらず⼿軽に納付できるようになります。府⺠は、⼤阪府の Web サイト内にある各種事務⼿
数料納付案内ページから、コンビニ納付申込ページに遷移し必要な情報を⼊⼒します。その後、イーコンテクストが
提供する⽀払い⽅法選択画⾯に表⽰される 6 桁の受付番号と電話番号をもとに、近くのコンビニエンスストアで⼿数
料を納付します。 
 
 ⼤阪府ではこれまで、年間に収納する合計 2,300 種類の⾏政事務⼿数料の 8 割を、⼤阪府が発⾏する証紙にて徴収
していました。今回、郵送による申請事務を中⼼に証紙による⼿数料納付を廃⽌し、⼤阪府内のコンビニエンススト
ア約 3,846 店（2018 年 9 ⽉現在）をはじめとし、全国のコンビニエンスストアでの納付を可能にすることで、府⺠
の納付利便性を⾼め、府の申請窓⼝部⾨の会計事務の簡素化・効率化を図ります。 
 
■イーコンテクストのコンビニ決済サービス 

イーコンテクストは、E コマース黎明期の 2000 年に、ローソン、DG 等のジョイントベンチャーとして設⽴された
決済代⾏会社です。設⽴以来、コンビニ決済サービスのパイオニアとして、さまざまな業種・業態の事業者・団体に決
済ソリューションを提供してきました。 
 

イーコンテクストのコンビニ決済サービスは、イーコンテクストが提供する専⽤の⽀払い⽅法選択画⾯を利⽤する
ことで、事業者がシステム開発⼯数や費⽤をかけずにコンビニ決済を導⼊できることが特⻑です。また、本サービス
をご利⽤の場合、コンビニ決済以外の決済⼿段を追加する際も、既存の契約のみで、新たにシステム改修をすること
なくすぐに導⼊いただけます。 
 
■今後の展開 
 ⽇本政府が推進する「⽇本再興戦略」では、2020 年に向けキャッシュレス環境の整備・普及による決済利便性・効
率性向上が掲げられています。本戦略を受け 2014 年 12 ⽉に関係省庁で取りまとめた「キャッシュレス化に向けた⽅
策」には、対応策のひとつとして「公的納付⾦等、公的分野における電⼦決済の⼀層の普及」が含まれています。 
 

都道府県等の⾏政機関における事務⼿数料は証紙による徴収が⼤半ですが、⼤阪府のほか、東京都や広島県が証紙
を廃⽌するなど、今後も⾃治体による各種⼿数料・使⽤料等の決済⽅法の多様化、とりわけ電⼦納付の導⼊が進展す 
 

イーコンテクスト、⼤阪府での各種⾏政事務⼿数料の収納業務向けに 
コンビニ決済サービスを提供 

〜教育職員免許⼿数料など 43 種の⾏政事務における 220 種の⼿数料で利⽤可能に〜 
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ると予測されます。 
 

イーコンテクストは、社会インフラとなったオンライン決済サービスの担い⼿として、⾏政機関の各種収納業務の
効率化と国⺠の納付利便性の向上を⽀援すべく、同じく DG グループで決済事業を展開するベリトランスとともに、
今後もこれらの公⾦領域へ決済ソリューションの提供を推進していきます。 
 
 
【各種事務⼿数料のコンビニ納付の流れ】 
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コンビニ納付が可能となった⾏政事務 43 種⼀覧 

消防法等に基づく事務 

（危険物取扱者及び消防設備⼠免状交付） 
計量法に基づく事務 

⽕薬類取締法に基づく事務（免状交付関係） ⼤阪府⽴⾼等職業技術専⾨校条例による事務 

⾼圧ガス保安法に基づく事務（免状交付関係） 肥料取締法に基づく事務 

液化⽯油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に基づく

事務（免状交付関係） 
農産物検査法に基づく事務 

社会福祉⼠及び介護福祉⼠法に基づく事務 ⼟地改良法に基づく事務 

介護保険法に基づく事務 卸売市場法に基づく事務 

健康保険法等の⼀部を改正する法律による事務 ⼤阪府地⽅卸売市場条例に基づく事務 

栄養⼠法等に基づく事務 漁業法等に基づく事務 

⺟体保護法に関する事務 遊漁船業の適正化に関する法律に基づく事務 

⿇薬及び向精神薬取締法に基づく事務 ⼩型漁船の総トン数の測度に関する政令に基づく事務 

覚せい剤取締法に基づく事務 家畜商法に基づく事務 

毒物及び劇物取締法等に基づく事務 ⼤阪府動物の愛護及び管理に関する条例に基づく事務 

⼤⿇取締法に基づく事務 狂⽝病予防法に関する事務 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全の確保等に関する法

律、同法律施⾏令及び同法律施⾏規則に基づく事務 
⼤阪府屋外広告物条例に基づく事務 

⼤阪府ふぐ処理業等の規制に関する条例による事務 宅地建物取引業法等に基づく事務 

クリーニング業法に基づく事務 宅地建物取引業者営業保証⾦規則等に基づく事務 

建築物における衛⽣的環境の確保に関する法律に基づく登録事務 不動産の鑑定評価に関する法律等に基づく事務 

⼤阪府国家戦略特別区域外国⼈滞在施設経営事業に関する条例に基

づく事務（28 年度新設） 
建設業法等に基づく事務 

⼤阪府浄化槽保守点検業者の登録に関する条例に基づく事務 建設⼯事に係る資材の再資源化等に関する法律等に基づく事務 

理容師法及び美容師法に基づく事務 教育職員免許法に基づく事務 

砂利採取法に基づく事務 道路交通法に基づく事務 

採⽯法に基づく事務  

  
 
 
 
【イーコンテクストについて】https://www.econtext.jp/ 
 デジタルガレージグループで、オンライン決済事業を担う決済プロバイダー。同じく DG 傘下のベリトランスと共
に、グループ全体で⽇本最⼤規模のオンライン決済プロバイダーとして、⽇本国内はもとよりアジアを中⼼とした海
外市場をカバーするグローバルなオンライン決済プラットフォームの構築を⽬指し事業を拡⼤しています。またコン
ビニでのキオスク端末を利⽤したリアル決済の先駆けであり、資⾦移動業者として送⾦サービス「CASH POST」等も
運営しています。 


